
【表紙】

 

【提出書類】  有価証券届出書の訂正届出書

   

【提出先】  関東財務局長
 

【提出日】  2026年9月4日
 

【発行者名】  ＳＢＩアセットマネジメント株式会社
 

【代表者の役職氏名】  代表取締役社長 谷一　司

 

【本店の所在の場所】  東京都港区六本木一丁目６番１号
 

【事務連絡者氏名】  蝶野　善一
 

【電話番号】  03-6229-0170
 

【届出の対象とした募集（売
出）内国投資信託受益証券に係
るファンドの名称】
 

 ＳＢＩ欧州高配当株式ファンド（年１回決算型）

【届出の対象とした募集（売
出）内国投資信託受益証券の金
額】

 当初申込期間　上限1,000億円

継続申込期間　上限3,000億円
 

【縦覧に供する場所】  該当事項はありません。
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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

半期報告書を提出したことに伴い、2025年11月4日付をもって提出した有価証券届出書（以下「原届出書」と

いいます。）の関係情報を更新するため、また、委託会社の代表者の交代および所属協会名の変更を反映す

るため、本訂正届出書を提出するものです。

 

２【訂正箇所および訂正事項】

下線部　　　　が訂正部分です。

原届出書の該当事項については、それぞれ下記の内容に訂正されます。
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【表紙】

【代表者の役職氏名】

＜訂正前＞

代表取締役社長 梅本 賢一

 

＜訂正後＞

代表取締役社長 谷一　司

 

 

第一部 【証券情報】

(4) 【発行（売出）価格】

＜訂正前＞

（略）

(ⅰ) 基準価額の算出方法

「基準価額」とは、信託財産に属する資産（借入公社債を除きます。）を法令及び一般社団法

人投資信託協会
※
規則にしたがって時価または一部償却原価法により、評価して得た信託財産の

資産総額から負債総額を控除した金額（以下「純資産総額」といいます。）を計算日における受

益権総口数で除した金額をいいます。ただし、便宜上１万口当たりで表示されます。

※2026年4月1日付けで、一般社団法人　資産運用業協会へ名称変更される予定です。（以下同

じ。）

（略）

 

＜訂正後＞

（略）

(ⅰ) 基準価額の算出方法

「基準価額」とは、信託財産に属する資産（借入公社債を除きます。）を法令及び一般社団法

人資産運用業協会規則にしたがって時価または一部償却原価法により、評価して得た信託財産の

資産総額から負債総額を控除した金額（以下「純資産総額」といいます。）を計算日における受

益権総口数で除した金額をいいます。ただし、便宜上１万口当たりで表示されます。

（略）
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第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

１【ファンドの性格】

（略）

② ファンドの基本的性格

■ファンドの商品分類

＜訂正前＞

 

ファンドは、一般社団法人投資信託協会が定める商品分類において、「追加型投信／海外／株式」

に分類されます。ファンドの商品分類、属性区分の詳細につきましては、以下のようになります。

なお、ファンドが該当しない商品分類及び属性区分、その定義につきましては、一般社団法人投資

信託協会のホームページ（https://www.toushin.or.jp/）でご覧ください。

（略）

 

＜訂正後＞

 

ファンドは、一般社団法人資産運用業協会が定める商品分類において、「追加型投信／海外／株

式」に分類されます。ファンドの商品分類、属性区分の詳細につきましては、以下のようになりま

す。

なお、ファンドが該当しない商品分類及び属性区分、その定義につきましては、一般社団法人資産

運用業協会のホームページ（https://www.imaj.or.jp/）でご覧ください。

（略）

 

 

（３）【ファンドの仕組み】

（略）

＜訂正前＞

③ 委託会社の概況（2025年8月末現在）

（略）

＜訂正後＞

③ 委託会社の概況（2026年6月末現在）

（略）

 

２【投資方針】

（略）

（２）【投資対象】

（略）

⑤ マザーファンドの概要

＜訂正前＞

下記概要は、有価証券届出書提出日現在の内容であり、今後、変更になる場合があります。
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ファンド名 ＳＢＩ欧州高配当株式マザーファンド

基本方針
この投資信託は、主として欧州の株式

※
に投資し、中長期的に信託

財産の成長を目指して運用を行います。

※欧州の金融商品取引所に上場（これに準ずるものを含みます）されてい

る株式ならびに上場することが確認できる株式をいいます。以下、同じ。

主な投資対象 欧州の株式を主要投資対象とします。

投資態度 ①株式への投資にあたっては、配当利回りに着目し、高水準のイ

ンカムゲインと中長期的な値上がり益の獲得によるトータル・リ

ターンの追求を目指します。なお、ポートフォリオの平均配当利

回りが市場平均を上回るよう銘柄の選定、投資比率の決定を行な

うことを基本とします。

②銘柄の選定にあたっては、予想配当利回りが市場平均と比較し

て高い銘柄を中心に、配当の状況、企業のファンダメンタルズ要

因、株価のバリュエーション等に関する評価・分析などを勘案

し、投資銘柄を選別します。

③ポートフォリオの構築にあたっては、個別銘柄の時価総額や流

動性等も勘案しながら、各銘柄の組入比率を決定します。なお、

ポートフォリオで保有する銘柄ならびに組入比率の見直しは、随

時、行います。

④組入外貨建て資産については、為替ヘッジを行いません。

⑤株式の組入比率は、原則として高位を基本とします。非株式割

合（株式以外の資産への投資割合）は、原則として信託財産総額

の50％以下とすることを基本とします。

⑥資金動向、市況動向等に急激な変化が生じたとき等ならびに信

託財産の規模によっては、上記のような運用ができない場合があ

ります。

主な投資制限 ①株式への投資割合には制限を設けません。

②外貨建て資産への投資割合には制限を設けません。

③新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、取得時

において信託財産の純資産総額の20％以内とします。

④投資信託証券（上場投資信託証券を除きます。）への投資割合

は、信託財産の純資産総額の5％以下とします。

⑤同一銘柄の株式への投資割合は、取得時において信託財産の純

資産総額の10％以内とします。

⑥同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合

は、取得時において信託財産の純資産総額の5％以内とします。

⑦同一銘柄の転換社債ならびに転換社債型新株予約権付社債への

投資割合は、取得時において信託財産の純資産総額の10％以内と

します。

⑧一般社団法人投資信託協会規則に定める一の者に対する株式等

エクスポージャー、債券等エクスポージャーおよびデリバティブ

等エクスポージャーの信託財産の純資産総額に対する比率は、原

則として、それぞれ10％、合計で20％を超えないものとし、当該

比率を超えることとなった場合には、委託会社は、一般社団法人

投資信託協会規則に従い当該比率以内となるよう調整を行うこと

とします。

⑨有価証券先物取引等は、信託約款第21条の範囲内で行います。

⑩スワップ取引は、信託約款第22条の範囲内で行います。

信託期間 無期限（設定日：2024年2月28日）

決算日 毎年12月20日（休業日の場合は翌営業日）

信託財産留保額 ありません。

信託金の限度額 3,000億円

受託銀行 三井住友信託銀行株式会社
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委託会社 ＳＢＩアセットマネジメント株式会社

 

 

 

＜訂正後＞

下記概要は、2026年6月末現在の内容であり、今後、変更になる場合があります。

ファンド名 ＳＢＩ欧州高配当株式マザーファンド

基本方針
この投資信託は、主として欧州の株式

※
に投資し、中長期的に信託

財産の成長を目指して運用を行います。

※欧州の金融商品取引所に上場（これに準ずるものを含みます）されてい

る株式ならびに上場することが確認できる株式をいいます。以下、同じ。

主な投資対象 欧州の株式を主要投資対象とします。

投資態度 ①株式への投資にあたっては、配当利回りに着目し、高水準のイ

ンカムゲインと中長期的な値上がり益の獲得によるトータル・リ

ターンの追求を目指します。なお、ポートフォリオの平均配当利

回りが市場平均を上回るよう銘柄の選定、投資比率の決定を行な

うことを基本とします。

②銘柄の選定にあたっては、予想配当利回りが市場平均と比較し

て高い銘柄を中心に、配当の状況、企業のファンダメンタルズ要

因、株価のバリュエーション等に関する評価・分析などを勘案

し、投資銘柄を選別します。

③ポートフォリオの構築にあたっては、個別銘柄の時価総額や流

動性等も勘案しながら、各銘柄の組入比率を決定します。なお、

ポートフォリオで保有する銘柄ならびに組入比率の見直しは、随

時、行います。

④組入外貨建て資産については、為替ヘッジを行いません。

⑤株式の組入比率は、原則として高位を基本とします。非株式割

合（株式以外の資産への投資割合）は、原則として信託財産総額

の50％以下とすることを基本とします。

⑥資金動向、市況動向等に急激な変化が生じたとき等ならびに信

託財産の規模によっては、上記のような運用ができない場合があ

ります。
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主な投資制限 ①株式への投資割合には制限を設けません。

②外貨建て資産への投資割合には制限を設けません。

③新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、取得時

において信託財産の純資産総額の20％以内とします。

④投資信託証券（上場投資信託証券を除きます。）への投資割合

は、信託財産の純資産総額の5％以下とします。

⑤同一銘柄の株式への投資割合は、取得時において信託財産の純

資産総額の10％以内とします。

⑥同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合

は、取得時において信託財産の純資産総額の5％以内とします。

⑦同一銘柄の転換社債ならびに転換社債型新株予約権付社債への

投資割合は、取得時において信託財産の純資産総額の10％以内と

します。

⑧一般社団法人資産運用業協会規則に定める一の者に対する株式

等エクスポージャー、債券等エクスポージャーおよびデリバティ

ブ等エクスポージャーの信託財産の純資産総額に対する比率は、

原則として、それぞれ10％、合計で20％を超えないものとし、当

該比率を超えることとなった場合には、委託会社は、一般社団法

人資産運用業協会規則に従い当該比率以内となるよう調整を行う

こととします。

⑨有価証券先物取引等は、信託約款第21条の範囲内で行います。

⑩スワップ取引は、信託約款第22条の範囲内で行います。

信託期間 無期限（設定日：2024年2月28日）

決算日 毎年12月20日（休業日の場合は翌営業日）

信託財産留保額 ありません。

信託金の限度額 3,000億円

受託銀行 三井住友信託銀行株式会社

委託会社 ＳＢＩアセットマネジメント株式会社
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（５）【投資制限】

本ファンドは、以下の投資制限に従います。

＜訂正前＞

① 信託約款の「運用の基本方針」に定める主要な投資制限

（略）

（ⅸ）一般社団法人投資信託協会規則に定める一の者に対する株式等エクスポージャー、債券等

エクスポージャーおよびデリバティブ等エクスポージャーの信託財産の純資産総額に対す

る比率は、原則として、それぞれ10％、合計で20％を超えないものとし、当該比率を超え

ることとなった場合には、委託会社は、一般社団法人投資信託協会規則に従い当該比率以

内となるよう調整を行うこととします。

（略）

② 信託約款上のその他の投資制限

（ⅰ）デリバティブ取引等にかかる投資制限(信託約款第18条)

委託会社は、デリバティブ取引等について、一般社団法人投資信託協会規則に定める合理的

な方法により算出した額が信託財産の純資産総額を超えることとなる投資の指図をしません。

（略）

＜訂正後＞

① 信託約款の「運用の基本方針」に定める主要な投資制限

（略）

（ⅸ）一般社団法人資産運用業協会規則に定める一の者に対する株式等エクスポージャー、債券

等エクスポージャーおよびデリバティブ等エクスポージャーの信託財産の純資産総額に対

する比率は、原則として、それぞれ10％、合計で20％を超えないものとし、当該比率を超

えることとなった場合には、委託会社は、一般社団法人資産運用業協会規則に従い当該比

率以内となるよう調整を行うこととします。

（略）

② 信託約款上のその他の投資制限

（ⅰ）デリバティブ取引等にかかる投資制限(信託約款第18条)

委託会社は、デリバティブ取引等について、一般社団法人資産運用業協会規則に定める合理

的な方法により算出した額が信託財産の純資産総額を超えることとなる投資の指図をしませ

ん。

（略）
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３【投資リスク】

＜訂正前＞

（略）

会議の名称 頻度 内　　容

（略）

プロダクトガバナンス委

員会
原則月１回

常勤取締役、運用部長、リスク管理部長、コンプ

ライアンス部長、商品企画部長、マーケティング

部長及び業務管理部長をもって構成する。

基本的商品戦略について、投資戦略委員会・運用

会議・商品検討委員会の内容、市況及び業界動向

を鑑みた上で決定する。また、商品戦略に係る対

外公表を担当する。

（略）

 

＜訂正後＞

（略）

会議の名称 頻度 内　　容

（略）

プロダクトガバナンス委

員会
原則月１回

常勤取締役、運用部長、リスク管理部長、コンプ

ライアンス部長、商品企画部長、マーケティング

部長及び業務管理部長をもって構成する。

プロダクトガバナンス方針、運営状況、課題、改

善方針の審議、当該方針の改訂の判断を行う。

（略）
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※（参考情報）につきましては、以下の内容に訂正・更新します。
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４【手数料等及び税金】

（５）【課税上の取扱い】

※以下の内容に訂正・更新します。

ファンドは、課税上、株式投資信託として取り扱われます。

公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合にNISA（少額投資非課税制度）の適用対象

となります。本ファンドは、NISAの「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象ですが、販売会社

により取扱いが異なる場合があります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

収益分配時・換金（解約）・償還時に受益者が負担する税金は2026年6月末現在、以下の通りです。

なお、以下の内容は税法が改正された場合等には、変更となることがあります。

① 個人の受益者に対する課税

イ．収益分配金に対する課税

収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金は、配当所得として課税され、20.315％（所得税

15％、復興特別所得税0.315％及び地方税5％）
※
の税率による源泉徴収が行われ、申告不要制度

が適用されます。なお、確定申告による総合課税（配当控除は適用されません。）もしくは申告

分離課税のいずれかを選択することも可能です。

※2027年1月1日から、20.315％（所得税15％、復興特別所得税0.165％、防衛特別所得税0.15％

及び地方税5％）となります。

ロ．解約金及び償還金に対する課税

換金（解約）及び償還時の差益（個別元本超過額）は譲渡所得とみなされ、20.315％（所得税

15％、復興特別所得税0.315％及び地方税5％）
※
の税率により、申告分離課税が適用されます。

なお、源泉徴収口座（特定口座）を選択することも可能です。

※2027年1月1日から、20.315％（所得税15％、復興特別所得税0.165％、防衛特別所得税0.15％

及び地方税5％）となります。

 

・少額投資非課税制度「愛称：NISA（ニーサ）」をご利用の場合

少額投資非課税制度「NISA（ニーサ）」は、少額上場株式等に関する非課税制度であり、一定

の額を上限として、毎年、一定額の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じる配当

所得及び譲渡所得が無期限で非課税となります。ご利用になれるのは、販売会社で非課税口座を

開設し、税法上の要件を満たした商品を購入するなど、一定の条件に該当する方が対象となりま

す。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

② 法人の受益者に対する課税

収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに換金（解約）及び償還時の差益（個別元本

超過額）については配当所得として課税され、15.315％（所得税15％及び復興特別所得税

0.315％）
※
の税率で源泉徴収が行われます。地方税の源泉徴収はありません。収益分配金のうち所

得税法上課税対象となるのは普通分配金のみであり、元本払戻金（特別分配金）には課税されませ

ん。

また、原則として、益金不算入制度の適用はありません。

※2027年1月1日から、15.315％（所得税15％、復興特別所得税0.165％、防衛特別所得税0.15％）

となります。

 
 

＜注1＞個別元本について

① 受益者ごとの信託時の受益権の価額等（申込手数料及び当該申込手数料にかかる消費税等に相当

する金額は含まれません。）が当該受益者の元本（個別元本）にあたります。
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② 受益者が同一ファンドの受益権を複数回取得した場合、個別元本は、当該受益者が追加信託を行

うつど当該受益者の受益権口数で加重平均することにより算出されます。

ただし、個別元本は、複数支店で同一ファンドをお申込の場合等により把握方法が異なる場合があ

りますので、販売会社にお問い合わせください。

③ 受益者が元本払戻金（特別分配金）を受取った場合、収益分配金発生時にその個別元本から当該

元本払戻金（特別分配金）を控除した額が、その後の当該受益者の個別元本となります。

 

＜注2＞収益分配金の課税について

① 追加型証券投資信託の収益分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる

「元本払戻金（特別分配金）」（受益者ごとの元本の一部払戻しに相当する部分）の区分があり

ます。

② 受益者が収益分配金を受取る際、イ．当該収益分配金落ち後の基準価額が当該受益者の個別元本

と同額の場合または当該受益者の個別元本を上回っている場合には、当該収益分配金の全額が普

通分配金となり、ロ．当該収益分配金落ち後の基準価額が当該受益者の個別元本を下回っている

場合には、その下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）となり、当該収益分配金から当該元

本払戻金（特別分配金）を控除した額が普通分配金となります。

 

※ 外国税額控除の適用となった場合には、分配時の税金が上記と異なる場合があります。

※ 詳しくは、販売会社または税務署等にお問い合わせください。

※ 税法が改正された場合等には、上記の内容が変更となる場合があります。

※ 課税上の取扱いの詳細については、税務専門家に確認されることをお勧めします。
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５【運用状況】

※以下の内容に訂正・更新します。

【ＳＢＩ欧州高配当株式ファンド（年１回決算型）】

（１）【投資状況】

 （2026年6月30日）

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率（％）

親投資信託受益証券 日本 1,514,941,545 100.00

現金・預金・その他の資産(負債控除後) - △142,429 △0.00

合計(純資産総額) 1,514,799,116 100.00

(注)投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。

 

（２）【投資資産】

①【投資有価証券の主要銘柄】

イ.評価額上位銘柄明細

（2026年6月30日） 

順位 国／地域 種類 銘柄名
数量又は

額面総額

帳簿価額

単価

(円)

帳簿価額

金額

(円)

評価額

単価

(円)

評価額

金額

(円)

投資

比率

(％)

1 日本 親投資信託

受益証券

ＳＢＩ欧州高配当株式マザー

ファンド

962,906,976 1.4761 1,421,346,988 1.5733 1,514,941,545 100.01

 (注)投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。

 

ロ.種類別投資比率

（2026年6月30日）

種類 投資比率（％）

親投資信託受益証券 100.01

合計 100.01

 (注)投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。

②【投資不動産物件】

該当事項はありません。

③【その他投資資産の主要なもの】

 該当事項はありません。
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（３）【運用実績】

①【純資産の推移】

 2026年6月30日（直近日）現在、同日前１年以内における各月末ならびに下記計算期間末の純資産の推移は次の通りで

す。

期別
純資産総額（円） 1口当たり純資産額（円）

（分配落） （分配付） （分配落） （分配付）

 2025年12月末日 308,796,968 - 1.0313 -

 2026年 1月末日 813,062,219 - 1.0741 -

 　　　 2月末日 1,220,801,872 - 1.1262 -

 　　　 3月末日 1,241,719,352 - 1.0574 -

 　　　 4月末日 1,385,235,691 - 1.1157 -

 　　　 5月末日 1,472,557,757 - 1.1271 -

 　　　 6月末日 1,514,799,116 - 1.1426 -

(注)表中の末日とはその月の最終営業日を指します。

②【分配の推移】

該当事項はありません。

③【収益率の推移】

期 計算期間 収益率（％）

第1中間計算期間末 2025年12月 5日～2026年 6月 4日 12.0

(注)各計算期間の収益率は、計算期間末の基準価額（分配付の額）から当該計算期間の直前の計算期間末の基準価額（分

配落ちの額。以下「前期末基準価額」といいます。）を控除した額を前期末基準価額で除して得た数に100を乗じて

得た数を記載しております。

なお、第1計算期間の収益率は、前計算期間末（設定時）の基準価額を10,000円として計算しております。

（４）【設定及び解約の実績】

 期 計算期間 設定口数（口） 解約口数（口） 発行済み口数（口）

第1中間計算期間末 2025年12月 5日～2026年 6月 4日 1,653,331,637 351,428,692 1,301,902,945

(注)本邦外における設定及び解約の実績はありません。

第1中間計算期間の設定口数には、当初設定口数を含みます。
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（参考）

ＳＢＩ欧州高配当株式マザーファンド

投資状況

  （2026年6月30日）

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率（％）

株式 ドイツ 3,050,345,130 7.79

 イタリア 5,219,994,522 13.33

 フランス 6,085,433,794 15.54

 オランダ 3,042,648,776 7.77

 スペイン 2,788,945,022 7.12

 ベルギー 708,087,330 1.80

 オーストリア 1,657,243,951 4.23

 フィンランド 964,776,127 2.46

 アイルランド 594,269,307 1.51

 イギリス 6,332,196,997 16.17

 スイス 2,358,032,924 6.02

 スウェーデン 744,573,116 1.90

 ノルウェー 979,988,011 2.50

 デンマーク 1,408,162,009 3.59

 ジャージー 94,183,894 0.24

 小計 36,028,880,910 92.02

現金・預金・その他の資産(負債控除後) - 3,120,838,327 7.97

合計(純資産総額) 39,149,719,237 100.00

 

投資資産

投資有価証券の主要銘柄

イ.評価額上位銘柄明細

順

位
国／地域 種類 銘柄名 業種

数量又は

額面総額

帳簿価額

単価

(円)

帳簿価額

金額

(円)

評価額

単価

(円)

評価額

金額

(円)

投資

比率

(％)

1 オランダ 株式 ASML HOLDING NV 半導体・

半導体製

造装置

5,983 190,599.48 1,140,356,702 298,784.20 1,787,625,869 4.57

2 オースト

リア

株式 BAWAG GROUP AG 銀行 31,564 26,801.02 845,947,404 31,880.20 1,006,266,633 2.57

3 イタリア 株式 BANCA MONTE DEI

PASCHI SIENA

銀行 475,799 1,778.41 846,167,463 1,989.17 946,448,045 2.42
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4 スイス 株式 NOVARTIS AG-REG 医薬品・

バイオテ

クノロ

ジー・ラ

イフサイ

エンス

33,210 22,963.24 762,609,454 25,359.89 842,201,947 2.15

5 イタリア 株式 POSTE ITALIANE SPA 保険 152,509 4,781.34 729,198,585 5,293.59 807,321,032 2.06

6 イタリア 株式 ENEL SPA 公益事業 409,109 1,699.65 695,345,998 1,872.40 766,018,022 1.96

7 イタリア 株式 BANCO BPM SPA 銀行 268,501 2,472.56 663,885,915 2,770.05 743,762,738 1.90

8 スイス 株式 ROCHE HOLDING AG 医薬品・

バイオテ

クノロ

ジー・ラ

イフサイ

エンス

10,230 67,482.72 690,348,264 68,081.86 696,477,428 1.78

9 フィンラ

ンド

株式 NORDEA BANK ABP 銀行 225,185 2,861.80 644,435,334 3,037.88 684,086,472 1.75

10 イギリス 株式 HSBC HOLDINGS PLC 銀行 210,145 2,690.07 565,304,853 3,061.88 643,439,172 1.64

11 イタリア 株式 UNICREDIT SPA 銀行 44,225 13,303.48 588,346,717 14,227.46 629,209,684 1.61

12 オランダ 株式 ING GROEP NV 銀行 122,756 4,596.72 564,275,142 5,048.93 619,786,942 1.58

13 イギリス 株式 ASTRAZENECA PLC 医薬品・

バイオテ

クノロ

ジー・ラ

イフサイ

エンス

19,911 29,707.48 591,505,672 30,747.84 612,220,421 1.56

14 スペイン 株式 BANCO DE SABADELL SA 銀行 1,041,984 614.12 639,913,456 572.17 596,197,663 1.52

15 イギリス 株式 RIO TINTO PLC 素材 36,542 13,818.11 504,941,408 15,216.93 556,057,348 1.42

16 フランス 株式 ENGIE 公益事業 108,155 4,141.04 447,874,467 5,078.59 549,274,902 1.40

17 オースト

リア

株式 ERSTE GROUP BANK AG 銀行 23,541 19,651.62 462,618,839 21,296.71 501,345,968 1.28

18 スウェー

デン

株式 VOLVO AB-B SHS 資本財 88,956 5,230.89 465,319,798 5,405.68 480,868,115 1.23

19 イギリス 株式 ANGLO AMERICAN PLC 素材 60,391 6,415.79 387,456,144 7,799.86 471,041,557 1.20

20 フランス 株式 KLEPIERRE エクイ

ティ不動

産投資信

託

（REIT）

68,107 6,479.83 441,322,191 6,876.48 468,336,764 1.20

21 スイス 株式 NESTLE SA-REG 食品・飲

料・タバ

コ

26,694 15,832.85 422,642,111 16,940.08 452,198,629 1.16

22 イギリス 株式 LEGAL & GENERAL

GROUP PLC

保険 715,705 581.19 415,966,892 611.38 437,572,839 1.12

23 イギリス 株式 NATIONAL GRID PLC 公益事業 160,992 2,454.79 395,202,478 2,697.80 434,324,580 1.11

24 アイルラ

ンド

株式 BANK OF IRELAND

GROUP PLC

銀行 133,139 3,096.85 412,312,839 3,226.01 429,508,643 1.10

25 ドイツ 株式 SIEMENS ENERGY AG 資本財 14,680 22,243.85 326,539,769 29,111.07 427,350,522 1.09

26 デンマー

ク

株式 NOVO NORDISK A/S-B 医薬品・

バイオテ

クノロ

ジー・ラ

イフサイ

エンス

52,366 7,599.73 397,967,632 7,809.51 408,953,324 1.04

27 ドイツ 株式 SIEMENS AG-REG 資本財 8,192 44,956.64 368,284,815 49,896.21 408,749,834 1.04

28 フランス 株式 BNP PARIBAS 銀行 21,608 16,074.43 347,336,354 18,601.72 401,946,095 1.03

29 デンマー

ク

株式 DANSKE BANK A/S 銀行 46,629 7,916.15 369,122,624 8,580.79 400,114,123 1.02

30 イギリス 株式 BT GROUP PLC 電気通信

サービス

948,209 451.33 427,963,620 421.92 400,076,020 1.02
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種類 国内／外国 業種
投資比率

（％）

株式 外国 エネルギー 4.50

素材 4.27

資本財 8.46

商業・専門サービス 0.35

運輸 1.06

自動車・自動車部品 1.27

耐久消費財・アパレル 2.53

消費者サービス 0.77

一般消費財・サービス流通・小売り 0.11

食品・飲料・タバコ 3.20

家庭用品・パーソナル用品 0.58

医薬品・バイオテクノロジー・ライフサイエンス 7.69

銀行 26.65

金融サービス 1.59

保険 7.30

エクイティ不動産投資信託（REIT） 4.09

ソフトウェア・サービス 0.77

電気通信サービス 4.32

公益事業 7.02

半導体・半導体製造装置 5.50

合計 　 　 92.03

ロ.種類別及び業種別の投資比率

 

投資不動産物件

該当事項はありません。

その他投資資産の主要なもの 

該当事項はありません。
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第２【管理及び運営】

３【資産管理等の概要】

（１）【資産の評価】

＜訂正前＞

（ⅰ）基準価額の算出方法

基準価額とは、信託財産に属する資産（受入担保金代用有価証券および信託約款第29条に規定する

借入公社債を除きます。）を法令及び一般社団法人投資信託協会規則にしたがって時価または一部償

却原価法により評価して得た信託財産の資産総額から負債総額を控除した金額（以下「純資産総額」

といいます。）を計算日における受益権総口数で除した金額をいいます。ただし、便宜上１万口当た

りで表示されます。

（略）

＜訂正後＞

（ⅰ）基準価額の算出方法

基準価額とは、信託財産に属する資産（受入担保金代用有価証券および信託約款第29条に規定する

借入公社債を除きます。）を法令及び一般社団法人資産運用業協会規則にしたがって時価または一部

償却原価法により評価して得た信託財産の資産総額から負債総額を控除した金額（以下「純資産総

額」といいます。）を計算日における受益権総口数で除した金額をいいます。ただし、便宜上１万口

当たりで表示されます。

（略）
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第３【ファンドの経理状況】

※以下の内容に訂正・更新します。

 

ＳＢＩ欧州高配当株式ファンド（年１回決算型）

 

1)　　当ファンドの中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大

蔵省令第59号）並びに同規則第284条及び第307条の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則」

（平成12年総理府令第133号）に基づいて作成しております。

なお、中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

2)　　当ファンドは、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第1期中間計算期間（2025年12月5日

から2026年6月4日まで）の中間財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる中間監査を受けて

おります。
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１【財務諸表】

中間財務諸表

【ＳＢＩ欧州高配当株式ファンド（年１回決算型）】

（１）【中間貸借対照表】

（単位：円）

 第1期中間計算期間
2026年6月4日現在

資産の部  

流動資産  

コール・ローン 21,945

親投資信託受益証券 1,458,773,730

未収入金 9,710,000

流動資産合計 1,468,505,675

資産合計 1,468,505,675

負債の部  

流動負債  

未払解約金 9,703,084

未払受託者報酬 81,371

未払委託者報酬 406,781

その他未払費用 273,050

流動負債合計 10,464,286

負債合計 10,464,286

純資産の部  

元本等  

元本 1,301,902,945

剰余金  

中間剰余金又は中間欠損金（△） 156,138,444

元本等合計 1,458,041,389

純資産合計 1,458,041,389

負債純資産合計 1,468,505,675
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（２）【中間損益及び剰余金計算書】

（単位：円）

 
第1期中間計算期間
自 2025年12月5日
至 2026年 6 月4日

営業収益  

受取利息 2

有価証券売買等損益 74,563,730

営業収益合計 74,563,732

営業費用  

受託者報酬 81,371

委託者報酬 406,781

その他費用 273,050

営業費用合計 761,202

営業利益又は営業損失（△） 73,802,530

経常利益又は経常損失（△） 73,802,530

中間純利益又は中間純損失（△） 73,802,530

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額又は一部解約に伴う
中間純損失金額の分配額（△） 11,451,675

期首剰余金又は期首欠損金（△） -

剰余金増加額又は欠損金減少額 113,599,698

中間一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減少額 -

中間追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減少額 113,599,698

剰余金減少額又は欠損金増加額 19,812,109

中間一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増加額 19,812,109

中間追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増加額 -

中間剰余金又は中間欠損金（△） 156,138,444
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（３）【中間注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１.有価証券の評価基準及び評価方法 親投資信託受益証券

移動平均法に基づき、基準価額で評価しております。

２.収益及び費用の計上基準 有価証券売買等損益

約定日基準で計上しております。

３.その他中間財務諸表作成のための基

礎となる事項

ファンドの中間計算期間

当ファンドの計算期間は原則として、毎年12月21日から翌年12月20日までと

しておりますが、第１期中間計算期間は期首が設定日のため、2025年12月5日か

ら2026年6月4日までとなっております。
  

 
 

（中間貸借対照表に関する注記）

 項目
第1期中間計算期間

2026年6月4日現在
 

 １. 当該中間計算期間の末日における受益権の総数 1,301,902,945口 

 ２. 元本の欠損   

  純資産額が元本総額を下回る場合におけるその差額 - 

 ３. 1口当たり純資産額 1.1199円 

  (10,000口当たり純資産額) (11,199円) 

 

（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）

第1期中間計算期間（自2025年12月5日 至2026年 6 月4日）

該当事項はありません。

 

（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項

 項目
第1期中間計算期間

2026年6月4日現在
 

 
  

 

 
１．中間貸借対照表計上額、時価及び

その差額

中間貸借対照表上の金融商品は原則としてすべて時価で評価しているため、

中間貸借対照表計上額と時価との差額はありません。
 

 ２．時価の算定方法 ①親投資信託受益証券  

  （重要な会計方針に係る事項に関する注記）に記載しております。  

  ②上記以外の金融商品  

 
 上記以外の金融商品は、短期間で決済されるため、帳簿価額は時価と近似し

ていることから、当該帳簿価額を時価としております。
 

 
３．金融商品の時価等に関する事項に

ついての補足説明

金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異

なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
 

 
  

 

 

（有価証券に関する注記）

該当事項はありません。
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（デリバティブ取引等に関する注記）

該当事項はありません。

 

（その他の注記）

元本の移動

 項目

第1期中間計算期間

自 2025年12月5日

至 2026年 6 月4日

 

 投資信託財産に係る元本の状況   

 期首元本額 209,177,123円  

 期中追加設定元本額 1,444,154,514円  

 期中一部解約元本額 351,428,692円  
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＜参考情報＞

本報告書の開示対象であるファンド（ＳＢＩ欧州高配当株式ファンド（年１回決算型））は、「ＳＢＩ欧

州高配当株式マザーファンド」の受益証券を主要な投資対象としており、中間貸借対照表の資産の部に計

上されている親投資信託受益証券は、すべて同マザーファンドの受益証券であります。同マザーファンド

の2026年6月4日現在（以下「計算日」という。）の状況は次に示すとおりでありますが、それらは監査意

見の対象外であります。

ＳＢＩ欧州高配当株式マザーファンド

貸借対照表

（単位：円）

 2026年6月4日現在

資産の部  

流動資産  

預金 2,376,406,933

コール・ローン 1,413,597,716

株式 35,192,284,724

未収入金 246,798,358

未収配当金 129,650,016

未収利息 23,237

流動資産合計 39,358,760,984

資産合計 39,358,760,984

負債の部  

流動負債  

未払金 936,712,468

未払解約金 149,690,000

流動負債合計 1,086,402,468

負債合計 1,086,402,468

純資産の部  

元本等  

元本 24,821,548,085

剰余金  

剰余金又は欠損金（△） 13,450,810,431

元本等合計 38,272,358,516

純資産合計 38,272,358,516

負債純資産合計 39,358,760,984
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注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１.有価証券の評価基準及び評価方法 株式

移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。時価評価にあ

たっては、金融商品取引所における最終相場で評価しております。

２.デリバティブ等の評価基準及び評価

方法

為替予約取引

個別法に基づき、原則として時価で評価しております。時価評価にあたって

は、原則として計算日において予約為替の受渡日の対顧客先物売買相場の仲値

で評価しております。

３.外貨建資産・負債の本邦通貨への換

算基準

信託財産に属する外貨建資産・負債の円換算は、原則としてわが国における

計算日の対顧客電信売買相場の仲値によって計算しております。

４.収益及び費用の計上基準 受取配当金

原則として株式の配当落ち日において、その金額が確定している場合には当

該金額を計上し、未だ確定していない場合には予想配当金額を計上し、入金金

額との差額については入金時に計上しております。

有価証券売買等損益

約定日基準で計上しております。

為替差損益

約定日基準で計上しております。

５.その他財務諸表作成のための基礎と

なる事項

外貨建資産等の会計処理

外貨建資産等については、原則として計算日の対顧客電信売買相場の仲値に

より邦貨に換算するほか、「投資信託財産の計算に関する規則」第60条及び第

61条に従って換算しております。
  

 
 

（貸借対照表に関する注記）

 項目 2026年6月4日現在

 １. 計算日における受益権の総数 24,821,548,085口

 ２． 元本の欠損  

  純資産額が元本総額を下回る場合におけるその差額 -

 ３. 1口当たり純資産額 1.5419円

  (10,000口当たり純資産額) (15,419円)

 

 
 

 

（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項
 

 項目 2026年6月4日現在

 
  

 
１．貸借対照表計上額、時価及びその

差額

貸借対照表上の金融商品は原則としてすべて時価で評価しているため、貸借対

照表計上額と時価との差額はありません。

 ２．時価の算定方法 ①株式
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  （重要な会計方針に係る事項に関する注記）に記載しております。

  ②上記以外の金融商品

 
 上記以外の金融商品は、短期間で決済されるため、帳簿価額は時価と近似して

いることから、当該帳簿価額を時価としております。

 
３．金融商品の時価等に関する事項に

ついての補足説明

金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異な

る前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

 
  

 
 

（有価証券に関する注記）

該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引等に関する注記）

該当事項はありません。
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（その他の注記）

元本の移動
 

 項目
自 2025年12月5日

至 2026年 6 月4日

 投資信託財産に係る元本の状況  

 期首元本額 17,972,130,201円

 期中追加設定元本額 10,346,406,683円

 期中一部解約元本額 3,496,988,799円

 期末元本額 24,821,548,085円

 元本の内訳※  

 ＳＢＩ欧州高配当株式（分配）ファンド（年４回決算型） 23,875,459,668円

 ＳＢＩ欧州高配当株式ファンド（年１回決算型） 946,088,417円

（注）※は当該親投資信託受益証券を投資対象とする証券投資信託ごとの元本額  
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２【ファンドの現況】

【純資産額計算書】

 

2026年6月30日現在
 
Ⅰ　資産総額 1,516,245,282円　

Ⅱ　負債総額 1,446,166円　

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 1,514,799,116円　

Ⅳ　発行済口数 1,325,738,402口　

Ⅴ　1口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.1426円　

　　（1万口当たり純資産額） （11,426円）

（参考）

ＳＢＩ欧州高配当株式マザーファンド

純資産額計算書

2026年6月30日現在
 

Ⅰ　資産総額 39,739,685,466円　

Ⅱ　負債総額 589,966,229円　

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 39,149,719,237円　

Ⅳ　発行済口数 24,883,593,093口　

Ⅴ　1口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.5733円　

　　（1万口当たり純資産額） （15,733円）
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第三部 【委託会社等の情報】

 

第１ 【委託会社等の概況】

 

１ 【委託会社等の概況】

＜訂正前＞

①　資本金の額(2025年8月末日現在)

（略）

＜訂正後＞

①　資本金の額(2026年6月末日現在)

（略）

 

２ 【事業の内容及び営業の概況】

＜訂正前＞

（略）

2025年8月末日現在、委託会社が運用を行っている投資信託(マザーファンドは除きます)は以下の通りで

す。

 

  　　　　　　　 (2025年8月末日現在)

ファンドの種類 本数 純資産総額（百万円）

追加型株式投資信託 257 5,019,880

単位型株式投資信託 514 1,563,370

単位型公社債投資信託 66 131,272

合計 837 6,714,522

 

 

＜訂正後＞

（略）

2026年6月末日現在、委託会社が運用を行っている投資信託(マザーファンドは除きます)は以下の通りで

す。

 

  　　　　　　　 (2026年6月末日現在)

ファンドの種類 本数 純資産総額（百万円）

追加型株式投資信託 320 7,281,076

単位型株式投資信託 444 1,512,153

単位型公社債投資信託 48 97,243

合計 812 8,890,472
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３ 【委託会社等の経理状況】

※以下の内容に訂正・更新します。

 

(1) 財務諸表の作成方法について

委託会社であるＳＢＩアセットマネジメント株式会社（以下「当社」という）の財務諸表は、「財務

諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)ならびに同規則第２条の規

定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年８月６日内閣府令第52号）により作成

しております。

なお、財務諸表の金額については、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 

(2) 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度(2025年４月１日から2026年３

月31日まで)の財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる監査を受けております。
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(1) 【貸借対照表】

　 　 (単位：千円)

　 前事業年度 当事業年度

(2025年３月31日) (2026年３月31日)

資産の部 　 　

流動資産 　 　

現金・預金 2,719,549 2,049,267

関係会社短期貸付金 ※2 4,700,000 ※2 5,000,000

前払費用 51,729 44,078

未収委託者報酬 1,604,874 1,753,057

未収運用受託報酬 　※2 12,096 　※2 6,142

その他 23,470 23,574

流動資産合計 9,111,721 8,876,119

固定資産 　 　

有形固定資産 　 　

建物  ※1 31,251  ※1 27,267

器具備品 ※1 6,311 ※1 5,057

有形固定資産合計 37,563 32,325

無形固定資産 　 　

商標権 1,798 1,752

ソフトウエア 148,358 320,336

その他 67 67

無形固定資産合計 150,224 322,155

投資その他の資産 　 　

投資有価証券 562,202 693,928

関係会社株式 22,031 2,125

繰延税金資産 101,208 63,464

その他 41,638 45,312

投資その他の資産合計 727,081 804,831

固定資産合計 914,868 1,159,312

繰延資産   

　株式交付費 247 -

　繰延資産合計 247 -

資産合計 10,026,837 10,035,432
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　 　 (単位：千円)

　 前事業年度 当事業年度

　 (2025年３月31日) (2026年３月31日)

負債の部 　 　

流動負債 　 　

預り金 3,144 6,316

未払金 1,538,445 1,684,290

未払手数料 871,779 1,033,782

 その他未払金 666,666 650,508

未払法人税等 372,480 467,628

未払消費税等 121,693 106,429

流動負債合計 2,035,762 2,264,665

負債合計 2,035,762 2,264,665

純資産の部 　 　

株主資本 　 　

資本金 400,200 400,200

資本剰余金   

　その他資本剰余金 3,847,137 3,847,137

資本剰余金合計 3,847,137 3,847,137

利益剰余金 　 　

利益準備金 100,050 100,050

その他利益剰余金 　 　

繰越利益剰余金 3,700,640 3,397,332

利益剰余金合計 3,800,690 3,497,382

自己株式 △63 △63

株主資本合計 8,047,964 7,744,656

 評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △56,889 26,110

評価・換算差額等合計 △56,889 26,110

純資産合計 7,991,074 7,770,767

負債純資産合計 10,026,837 10,035,432
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(2) 【損益計算書】

　 　 (単位：千円)

　 前事業年度 当事業年度

(自 2024年４月１日 (自 2025年４月１日

　至 2025年３月31日) 　至 2026年３月31日)

営業収益 　 　

委託者報酬 7,712,343 8,837,750

運用受託報酬 87,707 69,847

投資助言報酬 30 41

その他営業収益 52,942 50,796

営業収益計 ※1　7,853,023 ※1　8,958,436

営業費用 　 　

支払手数料 3,707,166 4,025,919

広告宣伝費 818 3,892

調査費 309,226 320,788

委託計算費 810,126 868,657

営業雑経費 51,292 47,360

通信費 579 498

印刷費 35,297 27,682

協会費 15,228 18,976

諸会費 186 202

営業費用計 4,878,629 5,266,617

一般管理費 　 　

給料 542,033 546,409

役員報酬 85,012 91,277

給料・手当 414,103 431,847

　賞与 42,918 23,285

福利厚生費 87,575 79,991

交際費 62 4

旅費交通費 2,960 1,810

租税公課 73,543 61,368

不動産賃借料 36,892 39,279

退職給付費用 20,685 14,929

固定資産減価償却費 51,298 70,769

業務委託費 48,931 48,464

消耗品費 3,495 4,041

諸経費 ※2　624,648　 ※2　630,557

一般管理費計 1,492,128 1,497,625

営業利益 1,482,265 2,194,193

営業外収益 　 　

受取利息 ※2　75,764 ※2　78,481

受取配当金 - 455

投資有価証券売却益 49,100 356

為替差益 1,324 -

雑収入 2,282 1,756

営業外収益計 128,471 81,049

営業外費用 　 　

為替差損 - 3,656

株式交付費償却 1,384 247

営業外費用計 1,384 3,903

経常利益 1,609,351 2,271,340

特別損失   

　投資有価証券評価損 522 -

　関係会社株式評価損 - 19,905

　特別損失合計 522 19,905
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　 　 (単位：千円)

　 前事業年度 当事業年度

(自 2024年４月１日 (自 2025年４月１日

　至 2025年３月31日) 　至 2026年３月31日)

税引前当期純利益 1,608,829 2,251,434

法人税、住民税及び事業税 513,811 696,206

法人税等調整額 △18,764 △459

法人税等合計 495,046 695,746

当期純利益 1,113,782 1,555,687
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(3) 【株主資本等変動計算書】
 
前事業年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）   

（単位：千円）

 株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株

式

株主資本

合計

その他

資本

剰余金

資本

剰余金

合計

利益

準備金

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 400,200 3,847,137 3,847,137 100,050 2,586,857 2,686,907 △63 6,934,181

当期変動額         

　当期純利益     1,113,782 1,113,782  1,113,782

　株主資本以外

の項目の当期変

動額（純額）

        

当期変動額合計 - - - - 1,113,782 1,113,782 - 1,113,782

当期末残高 400,200 3,847,137 3,847,137 100,050 3,700,640 3,800,690 △63 8,047,964

 

 

 評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券

評価差額金

評価・換算差額等

合計

当期首残高 18,737 18,737 6,952,919

当期変動額    

　当期純利益   1,113,782

　株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△75,627 △75,627 △75,627

当期変動額合計 △75,627 △75,627 1,038,155

当期末残高 △56,889 △56,889 7,991,074
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当事業年度（自 2025年４月１日 至 2026年３月31日）   

（単位：千円）

 株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株

式

株主資本

合計

その他

資本

剰余金

資本

剰余金

合計

利益

準備金

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 400,200 3,847,137 3,847,137 100,050 3,700,640 3,800,690 △63 8,047,964

当期変動額         

　剰余金の配当     △1,858,995 △1,858,995  △1,858,995

　当期純利益     1,555,687 1,555,687  1,555,687

　株主資本以外

の項目の当期変

動額（純額）

        

当期変動額合計 - - - - △303,307 △303,307 - △303,307

当期末残高 400,200 3,847,137 3,847,137 100,050 3,397,332 3,497,382 △63 7,744,656

 

 

 評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券

評価差額金

評価・換算差額等

合計

当期首残高 △56,889 △56,889 7,991,074

当期変動額    

　剰余金の配当   △1,858,995

　当期純利益   1,555,687

　株主資本以外の項目の

　当期変動額（純額）
83,000 83,000 83,000

当期変動額合計 83,000 83,000 △220,307

当期末残高 26,110 26,110 7,770,767
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【注記事項】

（重要な会計方針）

　　１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1)子会社株式

　移動平均法による原価法を採用しております。

(2)その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

        　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

を採用しております。

 

　　２．固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

主として定額法を採用しております。なお主な耐用年数は、建物が８-18年、器具備品が

３-15年であります。

②無形固定資産

定額法を採用しております。自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法によっております。

 

　　３．繰延資産の処理方法

　　　　　 株式交付費

            ３年間で均等償却しております。

 

　　４．収益及び費用の計上基準

　　　　当社の事業である投資運用業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常

の時点（収益を認識する通常の時点）は、以下のとおりであります。

委託者報酬

 

委託者報酬は、投資信託の信託約款に基づき公募・私募の投資信託

財産の運用指図を行うことが主な履行義務の内容であり、運用期間

の経過とともにその履行義務が充足されると判断しております。投

資信託約款に定められた信託報酬として、ファンド設定以降、日々

の純資産残高に一定の報酬率を乗じて算出された額が、当該ファン

ドの運用期間にわたり収益として認識されます。

運用受託報酬 運用受託報酬は、投資家である対象顧客と投資一任契約を締結し、

資産の運用を行うことが主な履行義務の内容であり、運用期間の経

過とともにその履行義務が充足されると判断しております。投資一

任契約ごとに定められた運用対象資産、残高、期間、料率等の条件

に基づき算出された額が、運用を受託した期間にわたり収益として

認識されます。

投資助言報酬 投資助言報酬は、対象顧客と投資助言（顧問）契約を締結し、当該

顧客の資産運用に係る助言を行うことが主な履行義務の内容であ

り、助言期間の経過とともにその履行義務が充足されると判断して

おります。投資助言（顧問）契約ごとに定められた助言対象資産、

残高、期間、料率等の条件に基づき算出された額が、助言期間にわ

たり収益として認識されます。
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（会計方針の変更）

　該当事項はありません。

 

 

(貸借対照表関係)

 
前事業年度

(2025年３月31日)
当事業年度

(2026年３月31日)

※１ 　有形固定資産の減価償却累計額は以下のとおりで

あります。

建物 15,880千円

器具備品 8,036千円

合計 23,916千円

※１ 　有形固定資産の減価償却累計額は以下のとおりで

あります。

建物 19,864千円

器具備品 9,338千円

合計 29,202千円

  

※２ 　関係会社との取引に基づいて発生した債権は以下

のとおりであります。

関係会社短期貸付金 4,700,000千円

その他流動資産 772千円

合計 4,700,772千円

※２ 　関係会社との取引に基づいて発生した債権は以下

のとおりであります。

関係会社短期貸付金 5,000,000千円

その他流動資産 1,548千円

合計 5,001,548千円

  

 

(損益計算書関係)

※１　顧客との契約から生じる収益

営業収益は全て顧客との契約から生じる収益であり、その他の収益に該当するものはありません。

 

※２　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

前事業年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当事業年度
 (自　2025年４月１日
 　至　2026年３月31日)

経営管理報酬 597,599千円 経営管理報酬 603,106千円
 
関係会社からの受取利息 67,395千円

 
関係会社からの受取利息 72,484千円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首株式数 増加 減少 当事業年度末株式数

普通株式(株) 1,408,348 - - 1,408,348

 

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首株式数 増加 減少 当事業年度末株式数

普通株式(株) 18 - - 18

　

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

 

当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首株式数 増加 減少 当事業年度末株式数

普通株式(株) 1,408,348 - - 1,408,348

 　

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首株式数 増加 減少 当事業年度末株式数

普通株式(株) 18 - - 18

 

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

　　(1)配当金支払額　

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

1株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

2025年６月17日

株主総会
普通株式 1,549,163 1,100 2025年３月31日 2025年６月23日

2026年３月18日

臨時株主総会
普通株式 309,832 220 2026年３月18日 2026年３月31日

　

　　(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

該当事項はありません。

 

 

EDINET提出書類

ＳＢＩアセットマネジメント株式会社(E13447)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

41/60



 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　　　当社は、自社が運用する投資信託の商品性維持を目的として、当該投資信託を投資有価証券

として保有しております。デリバティブ取引については、保有する特定の投資有価証券の価格

変動リスクを低減させる目的で利用し、投機的な取引は行わない方針であります。その他、一

時的な余剰資金の運用については短期的な預金等に限定しております。なお、事業及び設備投

資に必要な自己資金を有しているため、外部からの資金調達の計画はありません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　　　営業債権である未収委託者報酬及び未収運用受託報酬は、顧客の信用リスクに晒されており

ますが、これらの債権は、受託銀行にて分別管理されている信託財産及び年金資産より生じる

信託報酬債権であり、その信用リスクは軽微であります。投資有価証券はファンドの自己設定

に関連する投資信託であり、基準価額の変動リスクに晒されております。このほか、親会社に

対し短期貸付を行っております。

営業債務である未払手数料等は、１年以内の支払期日であります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権については経理規程に従い、取引先ごとに期日及び残高を管理しております。

② 市場リスク（価格、為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に基準価額を把握することにより管理しております。

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用

することにより、当該価額が変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、「現金・預

金」「関係会社短期貸付金」「未収委託者報酬」「未収運用受託報酬」「預り金」「未払金」は、短

期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

   

 前事業年度（2025年３月31日）

 貸借対照表

計上額

（千円）

時価

（千円）

差額

（千円）

  投資有価証券 562,202 562,202 -

資産計 562,202 562,202 -

　　　　(注１）市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の貸借

対照表計上額は以下のとおりであります。

      

区分 前事業年度

貸借対照表計上額

（千円）

関係会社株式

　子会社株式

 

22,031

　

 

 当事業年度（2026年３月31日）

 貸借対照表

計上額

（千円）

時価

（千円）

差額

（千円）

  投資有価証券 693,928 693,928 -

資産計 693,928 693,928 -

　　　　(注１）市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の貸借

対照表計上額は以下のとおりであります。

      

区分 当事業年度

貸借対照表計上額

（千円）

関係会社株式

　子会社株式

 

2,125

　　　　　なお、当事業年度において、当該子会社株式について19,905千円の減損処理を行っております。

減損処理にあたっては、実質価額が取得原価に比べ50％以上低下した場合には、回復可能性等を

考慮して減損処理を行っております。

 

(注２）金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額
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前事業年度（2025年３月31日）

（単位：千円）

 
１年以内

１年超

５年以内

５年超

10年以内

10年超

現金・預金 2,719,549 - - -

関係会社短期貸付金 4,700,000 - - -

未収委託者報酬 1,604,874 - - -

未収運用受託報酬 12,096 - - -

合計 9,036,520 - - -

 

 

当事業年度（2026年３月31日）

（単位：千円）

 
１年以内

１年超

５年以内

５年超

10年以内

10年超

現金・預金 2,049,267 - - -

関係会社短期貸付金 5,000,000 - - -

未収委託者報酬 1,753,057 - - -

未収運用受託報酬 6,142 - - -

合計 8,808,467 - - -

 

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳に関する事項

　　　　 金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの

レベルに分類しております。          

　レベル１の時価： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により

算定した時価

　レベル２の時価： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以

外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

　レベル３の時価： 観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
 
　　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ

トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類

しております。
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　時価で貸借対照表に計上している金融商品

前事業年度（2025年３月31日）　　

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　投資信託

 

-

 

562,202

 

-

 

562,202

　　資産計 - 562,202 - 562,202

　　　

 

当事業年度（2026年３月31日）　

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　投資信託

 

-

 

693,928

 

-

 

693,928

　　資産計 - 693,928 - 693,928

　　

　(注)時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

　　　前事業年度（2025年３月31日）

投資信託

市場における取引価格が存在せず、かつ、解約等に関して市場参加者からリスクの対価を求
められるほどの重要な制限がないことから、基準価額を時価としており、その時価をレベル２
の時価に分類しております。

 

　　　当事業年度（2026年３月31日）

投資信託

市場における取引価格が存在せず、かつ、解約等に関して市場参加者からリスクの対価を求
められるほどの重要な制限がないことから、基準価額を時価としており、その時価をレベル２
の時価に分類しております。
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（有価証券関係）

１．子会社株式

 

　前事業年度(2025年３月31日)

　　　　市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

区分
貸借対照表計上額

（千円）

子会社株式 22,031

 

　当事業年度(2026年３月31日)

　　　　市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

区分
貸借対照表計上額

（千円）

子会社株式 2,125

　　　(注) 表中の貸借対照表計上額は減損処理後の帳簿価額であります。

 

　２．その他有価証券

 

前事業年度(2025年３月31日)   

（単位：千円）

区分 貸借対照表計上額 取得原価 差額

貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの

(1)株式 - - -

(2)債券 - - -

(3)その他 2,944 2,077 867

小計 2,944 2,077 867

貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの

(1)株式 - - -

(2)債券 - - -

(3)その他 559,258 643,200 △83,941

小計 559,258 643,200 △83,941

合計 562,202 645,277 △83,074

　　　　(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

 

 

当事業年度(2026年３月31日)
（単位：千円）

区分 貸借対照表計上額 取得原価 差額

貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの

(1)株式 - - -

(2)債券 - - -

(3)その他 653,812 613,600 40,212

小計 653,812 613,600 40,212

貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの

(1)株式 - - -

(2)債券 - - -

(3)その他 40,116 42,200 △2,083

小計 40,116 42,200 △2,083

合計 693,928 655,800 38,128

　(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。
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３．売却したその他有価証券

 

前事業年度(2025年３月31日)

　  （単位：千円）

区分 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

(1)株式 - - -

(2)債券 - - -

(3)その他 125,687 49,100 -

合計 125,687 49,100 -

 

当事業年度(2026年３月31日)　

　  （単位：千円）

区分 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

(1)株式 - - -

(2)債券 - - -

(3)その他 13,454 356 -

合計 13,454 356 -

　(注)　 表中の売却益には、一部のその他有価証券のヘッジ手段として利用し、当期中に決済された

デリバティブ取引から生じた損益が含まれております。

 

４．減損処理を行ったその他有価証券

　　 　当事業年度において、関係会社株式（子会社株式）について19,905千円の減損処理を行っておりま

す。減損処理にあたっては、実質価額が取得原価に比べ50％以上低下した場合には、回復可能性等を

考慮して減損処理を行っております。

 

 

 (退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要
当社は、確定拠出型年金制度を採用しております。このほか、グループ会社との出向者の取り扱いに
関する協定書に基づき、グループ会社に支払った金額を退職給付費用として計上しております。当該金
額は、前事業年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）12,280千円、当事業年度（自 2025年４月

１日 至 2026年３月31日）5,311千円であります。

 

２．確定拠出制度

当社の確定拠出制度への要拠出額は、前事業年度（自2024年４月１日 至 2025年３月31日）8,404千

円、当事業年度（自2025年４月１日 至 2026年３月31日）9,617千円であります。
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(税効果会計関係)

前事業年度
（2025年３月31日）

当事業年度
（2026年３月31日）

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産  

　電話加入権 735千円

　投資有価証券評価損 164

 未払事業税 12,733

 その他未払税金 7,367

　未払金 53,911

　その他有価証券評価差額金 26,197

 その他 97

繰延税金資産小計 101,208

評価性引当額 -

繰延税金資産合計 101,208

  

繰延税金負債  

　その他有価証券評価差額金 -

繰延税金負債合計  -

繰延税金資産の純額 101,208

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産  

　電話加入権 735千円

　子会社株式評価損 6,274

 未払事業税 16,430

 その他未払税金 8,748

　未払金 49,557

　その他有価証券評価差額金 　　-

 その他 -

繰延税金資産小計 81,745

評価性引当額 △6,274

繰延税金資産合計 75,471

  

繰延税金負債  

　その他有価証券評価差額金 12,006

繰延税金負債合計  12,006

繰延税金資産の純額 　   63,464

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との

間に重要な差異があるときの、当該差異原因となった主要な

項目別の内訳

 

　　当事業年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税

等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下で

あるため注記を省略しております。

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負

債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13

号）が2025年３月31日に国会で成立したことに伴い、2026年

４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の

課税が行われることになりました。

これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解

消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産及び繰延税金負

債については、法定実効税率を30.62％から31.52％に変更し

計算しております。

この変更により、当事業年度の繰延税金資産の金額（繰延

税金負債の金額を控除した金額）は773千円増加し、法人税等

調整額は25千円、その他有価証券評価差額金は747千円、それ

ぞれ減少しております。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との

間に重要な差異があるときの、当該差異原因となった主要な

項目別の内訳

 

当事業年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税

等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため注記を省略しております。
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（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社は投資運用業及び投資助言・代理業の単一セグメントであり、顧客との契約から生じる収益の

区分は概ね単一であることから、顧客との契約から生じる収益を分解した情報の重要性が乏しいた

め、記載を省略しております。

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

「重要な会計方針４．収益及び費用の計上基準」記載のとおりであります。

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事

業年度末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び

時期に関する情報

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

 

（セグメント情報）

前事業年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

   （セグメント情報）

当社の事業は、投資運用業及び投資助言・代理業の単一セグメントであるため、記載を省略しており

ます。

 

（関連情報）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1)営業収益

内国籍投資信託からの営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略してお

ります。

(2)有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

委託者報酬については、制度上、顧客（最終受益者）情報を知りえないため、記載を省略してお

ります。運用受託報酬及び投資助言報酬、その他営業収益については、損益計算書の営業収益の

10％を占める相手先がいないことから、記載を省略しております。

　　　　　　　　　　　　　　

 （報告セグメントごとの減損損失に関する情報）

 該当事項はありません。

 

 （報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報）

 該当事項はありません。

 

 （報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報）

 該当事項はありません。

 

当事業年度(自　2025年４月１日　至　2026年３月31日)

  （セグメント情報）
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当社の事業は、投資運用業及び投資助言・代理業の単一セグメントであるため、記載を省略しており

ます。

 

（関連情報）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1)営業収益

  　　　　 内国籍投資信託からの営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略してお

ります。

 (2)有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

 　　　　委託者報酬については、制度上、顧客（最終受益者）情報を知りえないため、記載を省略してお

ります。運用受託報酬及び投資助言報酬、その他営業収益については、損益計算書の営業収益の

10％を占める相手先がいないことから、記載を省略しております。

　　　　　　　　　　　　　　

 （報告セグメントごとの減損損失に関する情報）

 該当事項はありません。

 

 （報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報）

 該当事項はありません。

 

 （報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報）

 該当事項はありません。
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(関連当事者情報)

前事業年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

１.関連当事者との取引

 

財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　(ア)財務諸表提出会社の親会社

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(%)

関連当事者との
関係

取引の
内容

取引
金額
(千円)

科目
期末
残高
(千円)

親会社

ＳＢＩグロー
バルアセット
マネジメント
株式会社

東京都港区 3,363

資 産 運 用
業、金融情
報サービス
事業子会社
の持株会社

（被所有）
直接
97.9%

役員の兼任
経営管理
人員出向・受
入
資金の貸付
（注１，２）

貸付利息
の受取

68,406 - -

資金貸付 200,000
関係会社短
期貸付金

4,700,000

貸付利息 67,395 未収利息 -

経営管理
報酬

597,599 未払金 328,679

(注１) 経営管理報酬は、業務内容を勘案し、双方協議のうえで締結した経営管理契約に基づき決定しております。

(注２) 資金貸付は、市場金利を勘案した合理的な利率を定め、その返済条件を協議によって決定しております。

 

 

　(イ)財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(%)

関連当事者との
関係

取引の
内容

取引
金額
(千円)

科目
期末
残高
(千円)

同 一 の親
会社を持
つ会社

株式会社ＳＢ
Ｉ証券

東京都港区 54,323 証券業 -
販 売 委 託
（注）

販売委託
支払手数
料

1,461,607 未払金 316,838

 (注) 販売委託の条件は、市場価格を勘案し、取引先との協議によって決定しております。

       

２.親会社に関する注記

　　 親会社情報

　　　ＳＢＩグローバルアセットマネジメント株式会社

（東京証券取引所プライム市場に上場）

　　　ＳＢＩアセットマネジメント・グループ株式会社

（非上場）

　　　ＳＢＩホールディングス株式会社

（東京証券取引所プライム市場に上場）

EDINET提出書類

ＳＢＩアセットマネジメント株式会社(E13447)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

51/60



当事業年度　(自　2025年４月１日　至　2026年３月31日)

１.関連当事者との取引

 

　財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　(ア)財務諸表提出会社の親会社

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(%)

関連当事者と
の関係

取引の
内容

取引
金額
(千円)

科目
期末
残高
(千円)

親会社

ＳＢＩグロー
バルアセット
マネジメント
株式会社

東京都港区 3,739

資 産 運 用
業、金融情
報サービス
事業子会社
の持株会社

（被所有）
直接
97.9%

役員の兼任
経営管理
人員出向・
受入
資金の貸付
（ 注 １ ，
２）

貸付利息の
受取

72,484 - -

貸付回収
新規貸付

6,500,000
6,800,000

関係会社短
期貸付金

5,000,000

貸付利息 72,484 未収利息 -

経営管理報
酬

603,106 未払金 331,708

(注１) 経営管理報酬は、業務内容を勘案し、双方協議のうえで締結した経営管理契約に基づき決定しております。

(注２) 資金貸付は、市場金利を勘案した合理的な利率を定め、その返済条件を協議によって決定しております。

 

 

　(イ)財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(%)

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引
金額
(千円)

科目
期末
残高
(千円)

同 一 の親
会社を持
つ会社

株式会社ＳＢ
Ｉ証券

東京都港区 54,323 証券業 -
販 売 委 託
（注）

販 売 委 託
支 払 手 数
料

1,793,031 未払金 409,883

 (注) 販売委託の条件は、市場価格を勘案し、取引先との協議によって決定しております。

       

２.親会社に関する注記

　　 親会社情報

　　　ＳＢＩグローバルアセットマネジメント株式会社

（東京証券取引所プライム市場に上場）

　　　ＳＢＩアセットマネジメント・グループ株式会社

（非上場）

　　　ＳＢＩホールディングス株式会社

（東京証券取引所プライム市場に上場）
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(１株当たり情報)

 

前事業年度

自　2024年４月１日

至　2025年３月31日

当事業年度

自　2025年４月１日

至　2026年３月31日

１株当たり純資産額 5,674円15銭 5,517円72銭

１株当たり当期純利益 790円85銭 1,104円63銭

 

なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額については、

潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

前事業年度

自　2024年４月１日

至　2025年３月31日

当事業年度

自　2025年４月１日

至　2026年３月31日

当期純利益(千円) 1,113,782 1,555,687

普通株主に帰属しない金額(千円) - -

普通株式に係る当期純利益(千円) 1,113,782 1,555,687

期中平均株式数(株) 1,408,330 1,408,330

 

(重要な後発事象)

　　該当事項はありません。
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４【利害関係人との取引制限】

 

＜訂正前＞

委託者は、「金融商品取引法」の定めるところにより、利害関係人との取引について、次に掲げる行為

が禁止されています。

① 自己またはその取締役もしくは執行役との間における取引を行うことを内容とした運用を行うこと

(投資者の保護に欠け、もしくは取引の公正を害し、または金融商品取引業の信用を失墜させるおそ

れがないものとして内閣府令で定めるものを除きます。)。

② 運用財産相互間において取引を行うことを内容とした運用を行うこと(投資者の保護に欠け、もしく

は取引の公正を害し、または金融商品取引業の信用を失墜させるおそれがないものとして内閣府令で

定めるものを除きます。)。

③ 通常の取引の条件と異なる条件であって取引の公正を害するおそれのある条件で、委託者の親法人等

（委託者の総株主等の議決権の過半数を保有していることその他の当該金融商品取引業者と密接な関

係を有する法人その他の団体として政令で定める要件に該当する者をいいます。以下④⑤において同

じ。）または子法人等（委託者が総株主等の議決権の過半数を保有していることその他の当該金融商

品取引業者と密接な関係を有する法人その他の団体として政令で定める要件に該当する者をいいま

す。以下同じ。）と有価証券の売買その他の取引または金融デリバティブ取引を行うこと。

④ 委託者の親法人等または子法人等の利益を図るため、その行う投資運用業に関して運用の方針、運用

財産の額もしくは市場の状況に照らして不必要な取引を行うことを内容とした運用を行うこと。

⑤ 前記③ならびに④に掲げるものの他、委託者の親法人等または子法人等が関与する行為であって、投

資者の保護に欠け、もしくは取引の公正を害し、または金融商品取引業の信用を失墜させるおそれの

あるものとして内閣府令で定める行為。

 

＜訂正後＞

委託会社は、「金融商品取引法」の定めるところにより、利害関係人との取引について、次に掲げる行

為が禁止されています。

① 自己またはその取締役もしくは執行役との間における取引を行うことを内容とした運用を行うこと

(投資者の保護に欠け、もしくは取引の公正を害し、または金融商品取引業の信用を失墜させるおそ

れがないものとして内閣府令で定めるものを除きます。)。

② 運用財産相互間において取引を行うことを内容とした運用を行うこと(投資者の保護に欠け、もしく

は取引の公正を害し、または金融商品取引業の信用を失墜させるおそれがないものとして内閣府令で

定めるものを除きます。)。

③ 通常の取引の条件と異なる条件であって取引の公正を害するおそれのある条件で、委託会社の親法人

等（委託会社の総株主等の議決権の過半数を保有していることその他の当該金融商品取引業者と密接

な関係を有する法人その他の団体として政令で定める要件に該当する者をいいます。以下④⑤におい

て同じ。）または子法人等（委託会社が総株主等の議決権の過半数を保有していることその他の当該

金融商品取引業者と密接な関係を有する法人その他の団体として政令で定める要件に該当する者をい

います。以下同じ。）と有価証券の売買その他の取引または金融デリバティブ取引を行うこと。

④ 委託会社の親法人等または子法人等の利益を図るため、その行う投資運用業に関して運用の方針、運

用財産の額もしくは市場の状況に照らして不必要な取引を行うことを内容とした運用を行うこと。

⑤ 前記③ならびに④に掲げるものの他、委託会社の親法人等または子法人等が関与する行為であって、

投資者の保護に欠け、もしくは取引の公正を害し、または金融商品取引業の信用を失墜させるおそれ

のあるものとして内閣府令で定める行為。
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第２【その他の関係法人の概況】

１【名称、資本金の額及び事業の内容】

＜訂正前＞

 名　　称
資本金の額

（2025年3月末現在）
事業の内容

受託会社 三井住友信託銀行株式会社 342,037百万円

銀行法に基づき銀行業を営むと

ともに、金融機関の信託業務の

兼営等に関する法律（兼営法）

に基づき信託業務を営んでいま

す。

再信託

受託会社
株式会社日本カストディ銀行 51,000百万円

銀行法に基づき銀行業を営むと

ともに、金融機関の信託業務の

兼営等に関する法律（兼営法）

に基づき信託業務を営んでいま

す。

販売会社 株式会社ＳＢＩ証券 54,323百万円

「金融商品取引法」に定める第

一種金融商品取引業を営んでい

ます。

 

 

＜訂正後＞

 名　　称
資本金の額

（2026年3月末現在）
事業の内容

受託会社 三井住友信託銀行株式会社 342,037百万円

銀行法に基づき銀行業を営むと

ともに、金融機関の信託業務の

兼営等に関する法律（兼営法）

に基づき信託業務を営んでいま

す。

再信託

受託会社
株式会社日本カストディ銀行 51,000百万円

銀行法に基づき銀行業を営むと

ともに、金融機関の信託業務の

兼営等に関する法律（兼営法）

に基づき信託業務を営んでいま

す。

販売会社 株式会社ＳＢＩ証券 54,323百万円

「金融商品取引法」に定める第

一種金融商品取引業を営んでい

ます。
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第３【その他】

＜訂正前＞

（略）

（3）目論見書の表紙または表紙裏に、以下の趣旨の文章の全部または一部を記載することがあります。

（略）

⑨ 商品内容に関して重大な変更を行う場合には、投資信託及び投資法人に関する法律に基づき事前に

受益者の意向を確認する旨の記載。

（略）

 

＜訂正後＞

（略）

（3）目論見書の表紙または表紙裏に、以下の趣旨の文章の全部または一部を記載することがあります。

（略）

⑨ 投資信託約款に関して重大な変更を行う場合には、投資信託及び投資法人に関する法律に基づき事

前に受益者の意向を確認する旨の記載。

（略）
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独立監査人の監査報告書
 

2026年5月25日

 

ＳＢＩアセットマネジメント株式会社  

取締役会　御中

 

有限責任監査法人ト　ー　マ　ツ  

東京事務所  

 指定有限責任社員
　　　　
業務執行社員

 公認会計士 田　　嶌　　　照　　夫

 指定有限責任社員
　　　　
業務執行社員

 公認会計士 原　　田　　　　　　達

 

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理

状況」に掲げられているＳＢＩアセットマネジメント株式会社の2025年4月1日から2026年3月31日までの第40

期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及び

その他の注記について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ＳＢＩアセットマネジメント株式会社の2026年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年

度の経営成績を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人

は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他

の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した

と判断している。

 

その他の記載内容

その他の記載内容は、監査した財務諸表を含む開示書類に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報

告書以外の情報である。

当監査法人は、その他の記載内容が存在しないと判断したため、その他の記載内容に対するいかなる作業

も実施していない。

 

財務諸表に対する経営者及び監査役の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正

に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関す

る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
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監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な

虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対す

る意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計す

ると、財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断され

る。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応

した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明

の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、

リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制

を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積

りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査

証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性

が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査

報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注

記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査

人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業

は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸

表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を

行う。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

 

※１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

 ２．XBRLデータは監査の対象に含まれておりません。
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独立監査人の中間監査報告書
 

  2026年8月21日

 

ＳＢＩアセットマネジメント株式会社

取締役会　御中

 

有限責任監査法人ト　ー　マ　ツ  

東京事務所  

 指定有限責任社員
　　　　
業務執行社員

 公認会計士 中島紀子

 

中間監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状

況」に掲げられているＳＢＩ欧州高配当株式ファンド（年1 回決算型）の2025年12月5日から2026年6月4日ま

での中間計算期間の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余金計算書並びに中間注記

表について中間監査を行った。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、ＳＢＩ欧州高配当株式ファンド（年1 回決算型）の2026年6月4日現在の信託財産の状態及

び同日をもって終了する中間計算期間（2025年12月5日から2026年6月4日まで）の損益の状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。

 

中間監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行っ

た。中間監査の基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表監査における監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、ＳＢＩアセットマネジメント株式

会社及びファンドから独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財

務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中

間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に基づい

て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

 

中間財務諸表監査における監査人の責任
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監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に

関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中間監査報告書

において独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬によ

り発生する可能性があり、個別に又は集計すると、中間財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理

的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示

リスクに対応する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ

る。さらに、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。なお、中間監査手続

は、年度監査と比べて監査手続の一部が省略され、監査人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸

表の重要な虚偽表示リスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の

監査手続が選択及び適用される。

・　中間財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人

は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作

成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監

査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性

が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、中間監

査報告書において中間財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務

諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、中間監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況

により、ファンドは継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、

並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象に関して有用な情報を表示しているかどうかを評価す

る。

監査人は、経営者に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識別した内

部統制の重要な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められているその他の事

項について報告を行う。

 

利害関係

ＳＢＩアセットマネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計

士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上　

 

※ １. 上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管して

おります。

 ２. XBRLデータは中間監査の対象には含まれておりません。
 

次へ
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